
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 5,170 諸収入 0 

計 10,339 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 5,169 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 10,339 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　人口減少・高齢化が進行する中、鳥取市が将来にわたって継続・発展していくため、若
者定住につながる施策を積極的に展開することが求められている。平成３１年３月より、
婚活サポートセンターの会員対象等を麒麟のまち圏域に拡大した。
 
【事業の目的及び効果】 
　結婚を希望する男女の「婚活」を支援することにより、結婚による若者定住を促進し、
地域の人口増加を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
　婚活サポートセンターの運営を委託し、以下の事業を実施する。
　・趣味・趣向に応じた１０名～４０名が参加する婚活イベントの開催
　・恋愛、結婚に関するアドバイスや仲介
　・婚活イベントを企画・運営する団体への支援

　＜実　績＞ 
　　婚活サポートセンターの活動実績等 
　　　　　　　　　　　　運営費　　　　　　　登録会員数 
　　平成２９年度　１３，６５２千円　　　　　１，４７０人 
　　平成３０年度　１０，２００千円　　　　　１，６２８人 
　　令和　元年度　１０，３８９千円（見込）　１，７８６人（令和元年１２月末時点） 

　　成婚数　累計１９組（令和元年１２月末時点）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 10,389 

本年度要求額 10,339 

総務部長段階査定額 10,339 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
政策企画課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 総合企画費 ページ 173 所　　属　　名

企００１ 項　　目　　名 若者定住促進事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,671 諸収入 0 

計 2,671 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,671 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】創生戦略室 0857-30-8014 
 
【１０次総の施策体系】5301　 
 
【事業の経過及び背景】 
　第１０次鳥取市総合計画を平成２８年４月に策定し、本市の将来像の実現に向け、各施
策を展開してきた。この基本計画期間が令和２年度で満了となるため、令和２年度は、こ
れまでの事業の成果・課題等を踏まえつつ、「第１１次鳥取市総合計画（基本構想期間：
令和３年度～令和１２年度、基本計画期間：令和３年度～令和７年度）」の策定に取り組
む。 
 
【事業の目的及び効果】 
　令和３年度を初年度とする第１１次鳥取市総合計画及びその重点施策である鳥取市創生
総合戦略の策定に向け、市民・各団体・各附属機関など幅広く意見等をいただき計画づく
りに反映させる。
 
【事業の内容・実績】 
　１　総合計画策定市民ワーキンググループ
　　総合計画を市民との協働により策定するため、市民ワーキンググループを設置し、総
　　合計画素案の協議を行う。
　２　意見・提言募集
　　市民・各団体、附属機関等からの意見・提言募集を行う。
　３　市民啓発
　　総合計画や創生総合戦略の策定についての市民啓発として、まちづくりフォーラム
　　を開催する。
　４　庁内体制の整備
　　『すごい！鳥取市』創生本部、総合計画策定庁内プロジェクトチーム等

　＜実　績＞
　　令和元年度　総合計画等策定支援業務委託費等　８，９２１千円（見込）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 9,000 

本年度要求額 5,741 

総務部長段階査定額 2,671 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
政策企画課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 総合企画費 ページ 173 所　　属　　名

企００２ 項　　目　　名 総合計画策定事業費
新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 572 諸収入 0 

計 715 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 143 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 715 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012 
 
【１０次総の施策体系】3101 
 
【事業の経過及び背景】 
　地方創生に係る取組に若者が積極的に参画することが求められており、若者会議事業を
踏まえ、平成２８年度から「とっとり若者地方創生会議」を設置している。
 
【事業の目的及び効果】 
　地方創生の主役となる若者の視点で、鳥取市創生総合戦略の柱である「若者の移住・定
住の促進」を中心テーマとした企画の立案・実施に「とっとり若者地方創生会議」で取り
組む。 
 
【事業の内容・実績】 
　○運営に当たっては公募・推薦による若者（大学生）メンバーを核とし、政策企画課が
    サポートしながら事業実施に取り組む。 
　○５年目となる令和２年度においては、４年目で取り組んだテーマをもとに、各事業・
　　企画への取り組みを進める。あわせて、次年度における活動方針を 検討する。 
　○若者の発想による自主的な活動を支援するため、補助金（100千円）を交付する。 
　○任期を１年とし、再任は妨げないこととする。 
　○年度末に成果発表会を行う。

　＜実　績＞
　平成２９年度　４８５千円　会議22回・イベント企画等２回実施、マップ作成
　平成３０年度　５１６千円　会議26回・イベント企画等２回実施、ハンドブック作成
　令和　元年度　６４０千円　会議28回・イベント企画等２回実施（見込）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 640 

本年度要求額 715 

総務部長段階査定額 715 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
政策企画課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 総合企画費 ページ 173 所　　属　　名

企００３ 項　　目　　名 若者による地方創生政策推進事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 426 諸収入 0 

計 426 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 426 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012 
 
【１０次総の施策体系】5201 
 
【事業の経過及び背景】 
　本市と県東部４町及び兵庫県香美町・新温泉町（通称：麒麟のまち圏域）では、人口減
少・少子高齢社会にあっても、圏域を活性化し経済を持続可能なものとし、圏域住民が安
心して快適な暮らしを営んでいけるようにするために、エリアセールス、観光振興や移住
促進等に広域的に連携し取り組んでいる。 
　 
【事業の目的及び効果】 
　観光振興、移住促進等に広域的に連携し取り組むことで、圏域を活性化し経済を持続可
能なものとする。 
 
【事業の内容・実績】 
　地方創生推進交付金等を活用し、観光振興・移住促進等の施策を実施する。 
　また、鳥取県東部１市４町及び兵庫県新温泉町の１市５町で因幡・但馬麒麟のまち連携
中枢都市圏に掲げる９０事業を展開し、圏域の持続的発展を図る。 
　併せて、圏域の生活基盤の充実と一体的発展に資する要望活動を行う。

　＜実　績＞
　　平成２９年度　　１，８５７千円　麒麟のまち創生戦略会議４回開催
　　平成３０年度　　　　７６７千円　麒麟のまち創生戦略会議３回開催
　　令和　元年度　　　　３５０千円　麒麟のまち創生戦略会議３回開催（見込）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 350 

本年度要求額 431 

総務部長段階査定額 426 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
政策企画課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 総合企画費 ページ 173 所　　属　　名

企００４ 項　　目　　名 麒麟のまち創生推進事業費
新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 5,909 諸収入 0 

計 9,514 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,605 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 9,514 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012 

【１０次総の施策体系】2202 

【事業の経過及び背景】 
　平成２６年度より、本市の本質的な魅力（鳥取市らしさ）を全国へ浸透させ、鳥取市ブ
ランドの確立を目的としたシティセールス事業に取り組んでいる。平成２９年に、中長期
的なシティセールスの指針となる「鳥取市シティセールス戦略」を策定し、ブランドス
ローガン「ＳＱのあるまち」を旗印に、鳥取市ブランドの確立を図るため各施策を展開し
ている。
　平成３０年度より、インターネット放送番組の制作・配信を実施。また、本市の魅力度
及び都市イメージを高めることを目的に「ＳＱのあるまち推進事業」を展開している。

【事業の目的及び効果】 
　鳥取市シティセールス戦略に沿った事業を展開し、「ＳＱのあるまち」の浸透、鳥取市
ブランドイメージの確立、市内外への情報発信等により、人や企業から選ばれるまち鳥取
市を実現する。 
 
【事業の内容・実績】 
　＜主な事業＞ 
　〇ＳＱのあるまち新本庁舎にぎわい創出事業 
　　駅周辺地域に人のにぎわいを創出し、鳥取市役所本庁舎を活用した庁舎開庁１周年
　　記念イベントを実施。 
　〇エリアプロモーション放送番組制作事業 
　　地域コミュニティＦＭ、YouTubeを活用し、麒麟のまち圏域の魅力を発信。 
　〇ＳＱのあるまち推進事業補助金 
　　鳥取市の魅力及び地域資源を活かした事業者や学生の活動に対する補助を新設。

　＜実　績＞
　　平成２９年度　  821千円　ブランドロゴ、クレドカード作成
　　平成３０年度　4,794千円　インターネット放送６回、補助金交付４件
　　令和　元年度　5,284千円　インターネット放送６回、補助金交付３件（見込）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 7,521 

本年度要求額 10,122 

総務部長段階査定額 9,514 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
政策企画課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 総合企画費 ページ 173 所　　属　　名

企００５ 項　　目　　名 シティセールス推進事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 526,772 諸収入 0 

計 526,772 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 526,772 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-30-8012 
 
【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取県とともに共同設置した公立鳥取環境大学の運営経費の一部に充てるため、鳥取県
と共同で大学運営費交付金及び大規模修繕等に係る施設整備費補助金を交付するものであ
る。 
 
【事業の目的及び効果】 
　新生公立鳥取環境大学運営協議会を通じて大学の経営状態等をチェックし、必要な指示
等を行うとともに、鳥取県とともに地方交付税の範囲内で大学運営費交付金及び施設整備
費補助金を交付することにより、公立鳥取環境大学の安定的な運営を確保する。 
 
【事業の内容・実績】 
　公立鳥取環境大学の運営に必要となる経費の一部について、大学運営費交付金を交付す
る。また、運営費交付金で措置する運営経費とは別に、緊急かつ大規模な修繕等の経費に
ついて、施設整備費補助金を交付する。 
　令和２年度から始まる修学支援新制度（高等教育の無償化）について、大学の授業料等
無償化（減免）にかかる経費を、大学運営費交付金（修学支援新制度分）として交付す
る。 

 　＜実　績＞    　　　  運営費交付金　　施設整備補助金 
　　平成２９年度　　　　 467,177千円　　　 47,285千円 
　　平成３０年度　　　　 469,862千円　　　 43,523千円 
　　令和　元年度　　　　 458,463千円　　　 37,859千円（見込）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 499,151 

本年度要求額 552,566 

総務部長段階査定額 526,772 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
政策企画課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 公立大学法人運営事業費 ページ 173 所　　属　　名

企００６ 項　　目　　名 環境大学運営費交付金
新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 7,398 諸収入 0 

計 7,398 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 7,398 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】政策企画課 0857-30-8012 
 
【１０次総の施策体系】3203 
 
【事業の経過及び背景】 
　市庁舎機能移転後の旧本庁舎・第二庁舎跡地活用に関しては、これまで「現本庁舎等跡
地活用に関する庁内調整会議（平成２７年１０月～）」、市議会「本庁舎跡地等活用に関
する調査特別委員会（平成３０年２月～）」、有識者等で構成する「現本庁舎等跡地活用
に関する検討委員会（平成３０年８月～）」においてそれぞれ検討を行ってきた。 
　令和２年度からは新たな活用策を決定するため市民から意見を聴取する。 
 
【事業の目的及び効果】 
　旧本庁舎・第二庁舎跡地の活用策を決定するため、様々な方法で市民から意見を聴取す
る。 
 
【事業の内容・実績】 　 
　・ワークショップ、アンケート、有識者会議等を実施する。 

　＜実　績＞
　　平成３０年度　１８５千円 　　　　　現本庁舎等跡地活用に関する検討委員会　３回
　　令和　元年度　２１７千円（見込）　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　３回

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 217 

本年度要求額 7,398 

総務部長段階査定額 7,398 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
政策企画課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 旧本庁舎・第二庁舎跡地活用検討事業費 ページ 173 所　　属　　名

企００７ 項　　目　　名 旧本庁舎・第二庁舎跡地活用検討事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 56,158 諸収入 0 

計 62,659 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,501 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 62,659 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】広報室 0857-30-8008 

【１０次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　とっとり市報は、昭和２７年１月に第１号を発刊し、令和２年４月に第１１１６号を発
刊予定。現在は、電子データ化しパソコンやスマートフォンでの閲覧が進展するよう取り
組んでいる。 
 
【事業の目的及び効果】 
　令和元年実施の市民アンケート調査によると、本市から提供される情報の主な入手の手
段としては、「とっとり市報・市議会だより」が72.7％と最も高くなっており、重要な広
報媒体となっている。 
 
【事業の内容・実績】 
（１）発行回数・・・市報：月１回１日発行　支所だより：市報に併せ発行 
（２）発行部数・・・市報：６５，２００部　支所だより：１５，０５０部 
（３）規格・・・市報：Ａ４判カラ―３２頁　支所だより：Ａ４判二色刷り４頁 
（４）配布方法・・・搬送業者が町内会の担当者宅へ届け、担当者が各世帯へ配布。 
　　　　　　　　　　町内会未加入者は、各公共施設、スーパー、コンビ二等で入手可。 
　　　　　　　　　　商業施設への設置は、シルバー人材センターへ委託。 
　　　　　　　　　　市報配布箇所数・・・町内会等：１，２６１箇所 
　　　　　　　　　　市報設置箇所数・・・公民館・商業施設等：１９０箇所

＜実　績＞
　事業費・・・Ｈ２９年度決算額　５６，３５７，４７６円 
　　　　　　　Ｈ３０年度決算額　５８，０５２，５６０円 
　　　　　　　Ｒ　元年度決算額　６０，３３７，０００円（見込） 

款 総務費

項 総務管理費

目 文書広報費

前年度当初予算額 59,113 

本年度要求額 62,659 

総務部長段階査定額 62,659 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
秘書課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 広報紙発刊配布費 ページ 167 所　　属　　名

企００８ 項　　目　　名 市報発刊配布費
新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 54,742 諸収入 241 

計 54,983 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 241 0 

市長段階査定額 54,983 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】広報室 0857-30-8008 

【１０次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　市民が行政情報を容易に取得できるように、ケーブルテレビ、新聞、テレビ、ラジオ等
様々なメディアを活用し、多様なニーズに対応した情報発信を行う。 
 
【事業の目的及び効果】 
　さまざまなメディアの持つ特性を生かしながら、市政情報を市民に届けていくことは、
本市の広報戦略上重要な課題であり、主に市内のマスメディアを活用して効果的な情報発
信・情報提供を行っていく。 
 
【事業の内容・実績】 
（１）ケーブルテレビ・・・行政情報番組：毎週金・土曜日に３０分番組を延べ２０回 、
　　　　　　　　　　　　　その他企画番組他 
（２）新聞・・・記事下広告：地元紙に年３５段掲載 
　　　　　　　　対談記事広告：市長対談記事を年１回掲載 
（３）テレビ・・・スポットＣＭ及び企画番組
（４）ラジオ・・・ＦＭ鳥取への番組委託
　　　　　　　　　（市政広報番組、イベント情報番組など） 
（５）鳥取駅前地下道広告枠・・・市政情報や一般広告を掲出 

＜実　績＞
　事業費・・・Ｈ２９年度決算額　４３，６８４，１６６円 
　　　　　　　Ｈ３０年度決算額　４０，４０１，０４９円 
　　　　　　　Ｒ　元年度決算額　４７，８５８，０００円（見込）

　※その他財源の諸収入は、広告料収入。

款 総務費

項 総務管理費

目 文書広報費

前年度当初予算額 47,881 

本年度要求額 54,987 

総務部長段階査定額 54,983 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
秘書課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 市政広報費 ページ 167 所　　属　　名

企００９ 項　　目　　名 市政広報費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 19,856 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 19,856 19,856 

市長段階査定額 19,856 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】広報室 0857-30-8008 

【１０次総の施策体系】2202 

【事業の経過及び背景】 
　人口減少や地方分権の流れから地域間競争が激化することを見据え、平成２０年度から
知名度アップ事業を実施。「すごい！鳥取市」に続き、令和元年度から「それ、鳥取市だ
よ」をキャッチコピーとするシティプロモーションを展開し、全国的な認知度の向上に取
り組んでいる。 
　 
【事業の目的及び効果】 
　本市の全国的な知名度・認知度の向上により、観光入込客数や移住定住者の増加を図る
とともに、本市に在住する市民自身も、自信と誇りを持てる市民愛着度の向上につなげて
いくことで、住む人・来る人に愛され続ける鳥取市の実現を推進する。 
　 
【事業の内容・実績】 
　本市の知名度、認知度、市民愛着度のさらなる向上を図るため、令和元年度からＰＲ活
動に優れたノウハウを有する民間事業者からの企画提案を受け、「すごい！鳥取市」にか
わり「それ、鳥取市だよ」のプロモーションを開始。新しいキャラクター「トットリー
氏」を効果的に活用し、興味喚起を促し、本市の認知度の向上、関係人口の増加につなげ
ていく。

＜実　績＞ 
　事業費・・・Ｈ２９年度決算額　２２，６１６，９８７円 
　　　　　　　Ｈ３０年度決算額　２１，５９９，０５３円 
　　　　　　　Ｒ　元年度決算額　２０，２１７，０００円（見込）

　※その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。

款 総務費

項 総務管理費

目 文書広報費

前年度当初予算額 20,558 

本年度要求額 19,856 

総務部長段階査定額 19,856 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
秘書課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 市政広報費 ページ 167 所　　属　　名

企０１０ 項　　目　　名 鳥取市知名度アップ大作戦事業費
新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 76,333 諸収入 0 

計 95,928 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 1,995 1,995 

市長段階査定額 95,928 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 17,600 

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021 
【１０次総の施策体系】3301 
【事業の経過及び背景】 
　平成７年に開館したおもちゃと童謡をテーマとした文化施設。市所管の「鳥取世界おも
ちゃ館」と県所管の「県立童謡館」の複合施設。設立より（公財）鳥取童謡・おもちゃ館
が管理運営を行っている。 
【事業の目的及び効果】 
　指定管理者である（公財）鳥取童謡・おもちゃ館の管理運営により、おもちゃと童謡を
テーマとした特色ある地域文化に資する施設として適切な管理を目指す。また、開館より
２０年以上が経過しているため、共同設置者である鳥取県と連携して修繕・設備更新を行
い、利用者が安心して利用できる施設とする。 
【事業の内容・実績】 
（１）鳥取世界おもちゃ館の管理運営業務 
　指定管理者：公益財団法人　鳥取童謡・おもちゃ館（期間：H31.4.1～R6.3.31） 
　＜指定管理料実績＞ 
　　平成２９年度　指定管理料　　73,694千円 
　　平成３０年度　指定管理料　　73,667千円 
　　令和　元年度　指定管理料　　75,639千円 
（２）修繕工事等 
　修繕工事等は県・市１／２ずつの費用負担（市は県に施工を委託）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    総額　  市負担額（1/2） 
　　①収蔵庫恒温恒湿改修工事　　　　　　　　       16,311千円　    8,156千円 
　　②アトリウムガラス飛散防止　　　　　　　　     21,189千円　   10,595千円 
　　③監視カメラ更新　　　　　　　　　　　          1,691千円        845千円 
　　 　 合計　　　　　　　　　　　　　　　　　     39,191千円     19,596千円　 
　＜修繕実績＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　    総額　  市負担額（1/2） 
  　平成２９年度　　　　昇降機（1号機）改修他　　　30,875千円　　 15,437千円 
　　平成３０年度        事務室系統空調設備改修他　 26,306千円　　 13,153千円 
  　令和　元年度(見込)　空調設備修繕他　　　　　 　28,961千円　 　14,481千円 

　※その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 90,120 

本年度要求額 95,940 

総務部長段階査定額 95,928 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
文化交流課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 鳥取世界おもちゃ館運営委託費等 ページ 173 所　　属　　名

企０１１ 項　　目　　名 鳥取世界おもちゃ館施設管理費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,368 諸収入 0 

計 3,368 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 3,368 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】都市交流係 0857-30-8022 
 
【１０次総の施策体系】3204 
 
【事業の経過及び背景】 
　本市の国際交流は、姉妹都市をはじめとする多くの都市と経済・文化・教育などの様々
な分野にわたり行っている。国際交流の促進にあたって、特に各国の駐日大使館や総領事
館、国際親善団体、経済団体などとの連携が重要となっている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　姉妹都市・交流都市などとの連絡調整、関係者の受け入れ及び市内国際交流団体の事業
協力により国際交流の促進を図るとともに、多文化共生のまちづくりを推進する。

【事業の内容・実績】
　○国際姉妹・交流都市などとの連絡調整、関係者の受入
　　・韓国・清州市との姉妹都市提携３０周年記念事業の開催、訪問団の受入等
　　・ロシア・ウラジオストク市制施行１６０周年記念事業への参加
　○市内国際交流団体の事業協力
　○国際交流トークカフェの開催

　＜実　績＞
　　平成２９年度　　　２３３千円
　　平成３０年度　２，８９７千円（ブラジル鳥取県人会創立６５周年記念式典参加）
　　令和　元年度　　　９７７千円（見込）

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 977 

本年度要求額 3,441 

総務部長段階査定額 3,368 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
文化交流課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 国際交流促進費 ページ 173 所　　属　　名

企０１２ 項　　目　　名 国際交流費
新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,449 諸収入 0 

計 1,449 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,449 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】都市交流係 0857-30-8022 
 
【１０次総の施策体系】5201 
 
【事業の経過及び背景】 
　本市の国内都市交流は、姉妹都市提携の都市をはじめとする国内他都市との経済・文
化・観光といった様々な分野で幅広い交流を展開している。 
 
【事業の目的及び効果】 
　国内姉妹都市をはじめ、関西圏や近隣都市、各鳥取県人会との交流を推進し、本市のＰ
Ｒ活動を展開する。 
 
【事業の内容・実績】 
　国内姉妹都市をはじめとして、関西圏や近隣都市、各県人会を核とする交流事業を展開
する。また、令和２年度は、本市で開催される「第５回全国吉川交流会」の開催経費を一
部負担する。 

　＜実　績＞ 
　　平成２９年度　　　１６９千円　　　　県人会総会参加 
　　平成３０年度　　　２１４千円　　　　県人会総会参加 
　　令和　元年度　１，０４２千円（見込）県人会総会参加、新庁舎への姉妹都市展示
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コーナーの移転　など

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 1,042 

本年度要求額 1,499 

総務部長段階査定額 1,449 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
文化交流課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 国内交流推進費 ページ 173 所　　属　　名

企０１３ 項　　目　　名 国内都市交流総合推進費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 491 諸収入 0 

計 613 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 122 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 613 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】文化交流課 0857-30-8021 
 
【１０次総の施策体系】3301 
 
【事業の経過及び背景】 
　本市は、本市出身の漫画家であり、本市文化賞受賞者である谷口ジロー氏の功績を顕彰
するため、平成２０年度から平成２５年度まで原画展、フォーラム、座談会、サイン会な
どを開催した。 
　令和３年は谷口氏の漫画家デビュー５０周年にあたることから、「まんが王国とっと
り」を推進する鳥取県や出版社、著作権管理団体等が連携し、来年度実施を目途に、改め
て谷口氏の功績を顕彰する取組が進められている。また、谷口氏と親交のあった地元民間
関係者有志が中心となり、新たな顕彰組織の設立に向けて準備を進めている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　鳥取県や民間関係者等の動きに呼応し、本市もフランスをはじめ海外で高く評価されて
いる谷口氏の功績を顕彰することにより、外国人を含めた観光客の誘客や市民の認知度の
一層の向上を図り、地域の活性化につなげる。 
 
【事業の内容】 
　新たに設立される民間顕彰組織との共同企画により、谷口氏の功績、作品並びに本市を
舞台にした作品である「父の暦」に登場するスポットを、作品の場面とともに紹介するガ
イドマップを制作し、観光案内所等を通じて幅広く配布する。 

款 教育費

項 社会教育費

目 文化振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 613 

総務部長段階査定額 0 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
文化交流課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 文化振興費 ページ 289 所　　属　　名

企０１４ 項　　目　　名 谷口ジロー顕彰事業費
新規
事業

○



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 4,004 諸収入 20,943 

計 28,593 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 24,589 3,646 

市長段階査定額 28,593 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021 

【１０次総の施策体系】3301 
 
【事業の経過及び背景】 
　日本遺産は地域に点在する有形・無形の文化財を面としてパッケージ化し、我が国の伝
統を語る「ストーリー」を文化庁が認定するものである。麒麟のまち圏域では、圏域に受
け継がれる麒麟獅子舞を生かしたストーリー等を作成し、平成３１年１月に日本遺産申請
を行い、審査の結果、認定となった。 
 
【事業の目的及び効果】 
　日本遺産は、有形・無形の文化財群を地域が総合的に整備・活用し、国内外へ発信して
いくことにより、地域の活性化を図ることを目的としている。 
　日本遺産の認定により、圏域住民の関心が高まり、文化財等の保護・保存と次世代への
継承が進むとともに、新たな観光客層の掘り起こしや観光商品の開発・販売により収益性
が高まることで、圏域の活性化につながることが期待される。 
 
【事業の内容・実績】 
　日本遺産「麒麟のまち」推進協議会を主体とする日本遺産ストーリーを生かした情報発
信、人材育成、普及啓発、公開活用のための整備に係る各種事業の経費を負担する。 

 　＜実　績＞
　　令和元年度　推進協議会負担金　１５，９８０千円（見込）
　　　　　　　　　　〃　　貸付金　２４，６００千円（見込）

【その他】 
　国からの推進協議会への補助金の受領時期が年度後半となることが見込まれることか
ら、事業実施に支障をきたすため、当該経費を市が推進協議会に貸付し、補助金受領後に
貸付金全額を市に返還させる。 

　※その他財源の繰入金は、ふるさと納税基金繰入金。
　※その他財源の諸収入は、貸付金元利収入。

款 教育費

項 社会教育費

目 文化振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 28,593 

総務部長段階査定額 28,593 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
文化交流課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 麒麟のまち日本遺産魅力発信推進事業費 ページ 289 所　　属　　名

企０１５ 項　　目　　名 麒麟のまち日本遺産魅力発信推進事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 11,603 諸収入 38 

計 11,641 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 38 0 

市長段階査定額 11,641 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】国際交流プラザ 0857-31-3253 
 
【１０次総の施策体系】3204 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成９年４月１日に、国際交流プラザと湖山西地区公民館の複合施設として「学習・交
流センター鳥取」がオープンし、施設管理等を国際交流プラザが行っている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　「学習・交流センター鳥取」の全般的な施設の維持管理等を行い、市民等がいつでも気
軽に交流・学習等ができる場を提供する。 
 
【事業の内容・実績】 
　施設の維持管理 
　・施設管理委託（清掃作業、建物警備、設備保守点検など） 
　・光熱水費、修繕、維持管理経費等 
　　　　　　　　　　　　　　　　 
　＜実　績＞
     平成２９年度：１０，４０２千円
　　平成３０年度：１１，６２５千円
　　令和　元年度：１０，１２２千円（見込）
　
　※その他財源の諸収入は、自動販売機電気使用料。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 10,122 

本年度要求額 11,673 

総務部長段階査定額 11,641 その他財源の内訳

0 

企画推進部
文化交流課 　国際交流プラザ年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 学習・交流センター施設管理費 ページ 173 所　　属　　名

企０１６ 項　　目　　名 学習・交流センター施設管理費
新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 50,552 諸収入 76,935 

計 127,487 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 76,935 0 

市長段階査定額 127,487 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】情報政策係 0857-30-8026

【１０次総の施策体系】5401

【事業の経過及び背景】
　平成１２年度に合併前の鳥取市の農村部、平成１８年度に合併地域のCATV網を公設民営
で整備し運営を行う。

【事業の目的及び効果】
　本市が所有する有線テレビジョン放送施設の適正な運営と維持管理を行う。

【事業の内容・実績】
　（１）局舎等敷地賃借料の管理
　（２）自営柱借地料の管理
　（３）電柱共架料及び共架調査費の管理
　（４）伝送路等管理・補修業務の委託
　（５）コミュニティデータ放送システム業務
　（６）伝送路移設費の管理
　（７）電気代（サブセンター・伝送路（合併地域））の管理
　（８）伝送路無停電装置バッテリー交換
　（９）鳥取市CATV設備更新基本計画策定業務

　＜実　績＞
    平成２９年度  １２７，４６８千円
　　平成３０年度　１１４，４１５千円
　　令和　元年度　１２６，３２０千円（見込）

【今後の取り組み】
　長期安定的な事業運営のため、適切な維持管理を継続し実施していく。
　設備の老朽化に伴い、伝送路設備の更新を計画的に行う必要がある。

　※その他財源の諸収入は、CATV局からの設備使用料及び国・県からの移設補償金等。

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 115,103 

本年度要求額 128,650 

総務部長段階査定額 127,487 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
情報政策課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 有線テレビジョン放送施設管理費 ページ 173 所　　属　　名

企０１７ 項　　目　　名 有線テレビジョン放送施設管理費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 214,342 諸収入 0 

計 214,342 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 214,342 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】情報システム係 0857-30-8027 

【１０次総の施策体系】5401 

【事業の経過及び背景】
　庁内LANは平成１３年度から段階的に整備し、平成１５年度には全庁の整備を完了。令
和元年度には新本庁舎ネットワークを整備し安定した情報基盤の管理運用を行う。

【事業の目的及び効果】 
　各種情報化施策を推進するため、その共通基盤となる庁内ＬＡＮシステム及び端末の障
害対応等、正常な稼働を確保するための適切な管理を行う。 

【事業の内容・実績】 
　（１）庁内ＬＡＮシステム接続端末のハード障害に伴う修繕 
　　　　及びデータの滅失回避サポート 
　（２）庁内ＬＡＮシステム配線の新設、移転に伴う修繕　　 
　（３）拠点間接続に係る回線使用料　　 
　（４）庁内ＬＡＮシステムの運用支援委託 
　（５）庁内ＬＡＮシステムのセキュリティ対策 
　　　　　（不正アクセス、ウィルス攻撃への対策） 
　（６）庁内ＬＡＮシステム装置の保守委託　 
　（７）庁内ＬＡＮシステム端末機の賃借 
　（８）庁内ＬＡＮシステム接続端末のoffice使用権の更新 

　＜実　績＞　　　 
　　平成２９年度　１４２，６５３千円 
　　平成３０年度　１５２，５２２千円 
　　令和　元年度　２２７，５９０千円（見込）

【今後の取り組み】
　庁内ＬＡＮシステムの安定稼働のため、適切な管理運用を継続的に行う。
　各総合支所のネットワーク環境を本庁舎と同等な環境にするため順次設備更新を行う。

款 総務費

項 総務管理費

目 電算処理費

前年度当初予算額 227,062 

本年度要求額 215,727 

総務部長段階査定額 214,342 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
情報政策課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 内部情報システム管理費 ページ 179 所　　属　　名

企０１８ 項　　目　　名 庁内ＬＡＮシステム管理費
新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 12,579 諸収入 0 

計 12,579 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 12,579 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】情報政策係 0857-30-8027
【１０次総の施策体系】5401

【事業の経過及び背景】
　鳥取県自治体ICT共同化推進協議会会則（平成２７年５月１２日施行）
          〃　　　　　　 広域連携協約（平成２８年４月１日締結）
　鳥取市と鳥取県との間の地方公共団体における情報通信技術の共同化に関する事務の
  委託に関する規約（平成２９年４月１日施行）

【事業の目的及び効果】
　鳥取県及び県内市町村で構成する「鳥取県自治体ＩＣＴ共同化推進協議会」において、
行政体制の維持、事務の効率化のため、業務や情報システムの標準化、共同化による経費
削減、情報システム運用上の安全性の確保、人材育成等を目的に県内でのＩＣＴ部門の連
携を行う。

【事業の内容・実績】
　（１）共同で取り組む情報システムの整備及び運用等に関すること
　（２）情報セキュリティに係る脅威に対する適切な対策に関すること
　（３）行政職員におけるＩＣＴ分野の人材育成に関すること
　（４）その他協議会の目的達成に必要な事業
　＜具体的事業＞
　　①行政イントラシステム（協議会調達）
　　②（鳥取県市町村共同利用型）電子申請・届出システム（協議会調達）
　　③（鳥取・岡山）自治体セキュリティクラウド（鳥取県調達）
　　④インターネット回線の共同調達（鳥取県調達）
　＜実　績＞
　　平成２９年度　１２，３４３千円
　　平成３０年度　１２，３３１千円
　　令和　元年度　１２，７３７千円（見込）

【今後の取り組み】
　情報システムの共同化は、効率的な情報システム運用の手法の一つとして有効であるこ
とから、継続して検討を進めていく。

款 総務費

項 総務管理費

目 電算処理費

前年度当初予算額 12,737 

本年度要求額 12,602 

総務部長段階査定額 12,579 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
情報政策課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 電算事務費 ページ 179 所　　属　　名

企０１９ 項　　目　　名 鳥取県自治体ＩＣＴ共同化推進協議会事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

 

一般財源 9,189 諸収入 0 

計 9,189 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 9,189 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】情報政策係 0857-30-8026 

【１０次総の施策体系】5401

【事業の経過及び背景】
 　多様化する市民サービスと労働力不足の課題への対策として、ICT技術を利用した次世
代情報システムの導入に向けた調査・検討を進めてきた。

【事業の目的及び効果】 
　ICT技術を利用した次世代情報システム（AI、RPA）の活用による、行政事務の効率化と
市民サービスの向上を図る。 
　これまで人手で行ってきたデータ入力業務を、次世代情報システムを利用する ことで、
事務の省力化、効率化、高速化を実現し、職員負担の軽減による働き方改革につなげる。 

【事業の内容】 
（１）RPAツールの導入 
　　LGWAN系ネットワークおよび住民情報系ネットワークそれぞれにRPAツール（クライア
　ント型）を1台ずつ構築し、効果の高い業務から順次、事務の移行を進めていくこと
　で、職員を単純業務から解放し、専門業務に専念させることができる。 
（２）AI議事録ツールの導入 
　　各課で必要に応じて行っている、会議議事録の作成について、AI議事録ツールを導入
　することで、作成にかかる時間及び負荷を軽減し、市民への情報提供を迅速化させ、あ
　わせて職員を専門業務に専念させることができる。

【今後の取り組み】
　事務の効率化及び市民サービス向上のため、最適なシステムの導入を行い、対応業務を
拡大していく。

款 総務費

項 総務管理費

目 電算処理費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 10,161 

総務部長段階査定額 9,189 その他財源の内訳

0 

企画推進部 
情報政策課年度 R2

事業の概要　会計名

予算書項目 情報通信技術利活用促進事業費 ページ 179 所　　属　　名

企０２０ 項　　目　　名 自治体行政スマート事業推進費
新規
事業

○


